
「第2期京都市市民参加推進計画」の推進スケジュール（案）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度以降

中間見直し 改訂計画推進

1
施策・事業ごとの市政への参加手法の公
表

1 新規 検討・実施 継続 継続 継続 継続

2
リーフレット，本市公式サイト「京都市情
報館」など各種広報媒体を活用した市政
参加の制度の周知の充実

1，3，32 新規 検討 実施 継続 継続 継続

3
アンケートや事業への協力者等を対象と
した市政への参加の情報を届けるため
の登録制度の実施

2，32 新規 検討 実施 継続 継続 継続

4
汎用性が高く利用者の多いインターネッ
トツールを活用した情報提供

3，34 充実 検討・実施 継続 継続 継続 継続
23年度ネット中継充実。24年度以降にツイッ
ターなどの活用を実施

5
無作為抽出で選んだ市民による議論の
実施

6 新規 検討 実施 継続 継続 継続 22の議論での活用も。

6
市民主体の組織の合同による「課題抽
出」の議論の実施

6 新規 検討・実施 継続 継続 継続 継続

7
一人一人の声を共有し，地域内で話し合
う場づくりへの支援（「協働井戸端会議
（仮称）」）の推進

6 新規

8
審議会，ワークショップなどでの手話通
訳，要約筆記，託児等の充実

14 充実 実施 継続 継続 継続 継続

9
インターネットを活用したシンポジウムや
審議会等の動画配信の実施

14，15 充実 検討・実施 継続 継続 継続 継続

10
学生に対する市政への参加の積極的な
周知

18 新規 検討 実施 継続 継続 継続 ２とセットで実施

備考実施事業名
施策
番号

新規・
充実 第2期計画推進

資料５



２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度以降

中間見直し 改訂計画推進
備考実施事業名

施策
番号

新規・
充実 第2期計画推進

11
学校現場での「市政出前トーク」の活用
や「市政出前トーク」の子ども向けテーマ
の充実

18，29，
40

充実 検討 実施 継続 継続 継続

12 庁内における経験共有の場の充実
19，22，

42
充実 検討・実施 継続 継続 継続 継続 庁内事例発表会の充実（回数の増など）

13
市民活動や協働の事例などを学ぶ研修
の充実

19，22，
42

新規 検討 実施 継続 継続 継続

14 市民参加を体験する機会の充実
19，22，

42
充実 検討・実施 継続 継続 継続 継続

23年度に区基本計画の推進などで市民参加プ
ロジェクトを試行実施。その後，他の事業でも
拡大。

15 市民参加を促進する研修の充実
19，22，

42
充実 検討・実施 継続 継続 継続 継続 人材活性化が研修計画を充実

16 「協働の日（仮称）」の創設 20 新規

17
エリアマネジメント組織によるまちづくりの
推進

20 新規 実施 継続 継続 継続 継続 23年度に岡崎地域活性化で実施

18
多様な主体をつないで実施する事業へ
の支援の充実

20 充実

19
「学生Place+」（学生の活動拠点）を拠点
とした「輝く学生応援プロジェクト」による
学生の活動への総合的な支援

20，27 充実 実施 継続 継続 継続 継続

20
協働事業提案（公募型事業提案）制度の
充実

21 充実 検討 検討 実施 継続 継続

21
「京都市基本計画」や「各区基本計画」に
沿って実施する施策・事業における協働
の推進

21 充実 検討・実施 継続 継続 継続 継続



２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度以降

中間見直し 改訂計画推進
備考実施事業名

施策
番号

新規・
充実 第2期計画推進

22
協働のルールや指針などを市民主体で
考える取組の検討・実施

21，44 充実

23 多様な公的機関の連携の強化 22 充実 検討 実施 継続 継続 継続

24 「まちづくりアドバイザー」の充実 22 充実 実施 継続 継続 継続 継続 23年度に増員。各区役所・支所に1名ずつ配置

25
区役所・支所と市民活動総合センターな
どとの連携の強化

23，43 充実 検討 実施 継続 継続 継続

26 事例の蓄積とその公開 23 充実 市民活動総合センターと要協議

27
活動を支える地域のリーダーやコーディ
ネーター，ボランティアの育成

29 充実 市民活動総合センターと要協議

28 民間の資金をいかした資金面での支援 30 新規

29
人件費を積算した補助金，助成金の仕組
みの検討

31 新規

30
転入した市民向けの「市民参加ガイド」の
作成

37 新規 検討・実施 継続 継続 継続 継続 23年度発行の「暮らしのてびき」に盛り込む。

31
「職員のための市民参加推進の手引き
（仮称）」の作成

42 新規


